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騒音規制法・振動規制法・福島県生活環境の保全等に関する条例・ 

南相馬市環境基本条例 届出案内（騒音・振動発生施設） 

 

令和７年７月 

南相馬市環境政策課 

 

特定施設（指定施設）に関する届出等について 

 

１ 騒音及び振動に関する規制について 

 

 ・騒音規制法             昭和 43 年 12 月１日施行 

 ・振動規制法             昭和 51 年 12 月１日施行 

 ・福島県生活環境の保全等に関する条例 平成９年４月１日施行 

 ・南相馬市環境基本条例        平成 18 年１月１日施行 

 以上４つの法律等に基づく指定地域内に、著しい騒音及び振動を発生させる施

設として法律に定める特定施設及び条例に定める騒音指定施設(以下、特定(指定)

施設という)を設置する等の場合には、それぞれの法律及び条例に定められた様式

により届出が必要となります。  

  また、特定(指定)施設を設置した工場及び事業場から発生する騒音・振動は法

律等により規制され、規制基準に適合しないために周囲の住民の生活環境が損な

われる場合には、改善勧告及び改善命令等の必要な措置が講じられることになり

ます。 

 

２ 届出について 

 

⑴ 必要な届出等について 

必要な届出 届出が必要な場合 提出期限 

特定(指定)施設設

置届出 

（騒・振・県） 

初めて特定(指定)施設を設置しようとす

る場合 

設置工事開始日

の 30 日前 

特定(指定)施設使

用届出 

（騒・振・県） 

①指定地域となった際､現にその地域内

において工場及び事業場内に特定(指定)

施設を設置している場合  

②１つの施設が特定(指定)施設となった

際､現に指定地域内の工場及び事業場内

にその施設を設置している場合 

当該地域が指定

地域となった日､ 

または当該施設

が特定施設とな

った日から 30 日

以内 
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特定(指定)施設の

種類毎の数変更届

出（騒・県） 

特定(指定)施設の種類毎の数が､以前に

届出た数の２倍を超える数に増加する場

合 

変更に係る工事

開始日の 30 日前 

特定(指定)施設の

種類毎の数及び能

力毎の数等変更届

出（振） 

特定施設の種類及び能力毎の数が増加す

る場合、又は特定施設の使用の方法(使用

開始時刻の繰上げ又は使用終了時刻の繰

下げ等)を変更しようとする場合 

変更に係る工事

開始日の 30 日前 

騒音及び振動の防

止の方法変更届出 

騒音及び振動の防止の方法の変更があっ

て、騒音及び振動の増加を伴う場合 

変更に係る工事

開始日の 30 日前 

氏名(名称･住所･

所在地)変更届出 

（騒・振・県） 

①特定(指定)施設の設置者の氏名(法人

にあっては代表者の氏名)､名称､住所に

変更があった場合  

②工場又は事業場の名称及びその所在地

に変更があった場合 

変更のあった日

から 30 日以内 

特定(指定)施設使

用全廃届出 

（騒・振・県） 

届出に係る工場又は事業場に設置する特

定(指定)施設の全ての使用を廃止した場

合 

廃止のあった日

から 30 日以内 

承継届出 

（騒・振・県） 

届出に係る工場又は事業場に設置する特

定(指定)施設の全てを譲り受け､又は借

り受けた場合､あるいは相続又は合併が

あった場合 

承継のあった日

から 30 日以内 

注１  上表において「騒・振・県」は、届出の根拠となる法律、条例を示してい

ます。  

      騒：騒音規制法    振：振動規制法    県：県条例   

  ２  下記に該当する場合は、県条例に基づく騒音指定施設の設置(使用)届出は

不要となります。  

①騒音規制法に定める特定施設(以下、騒音特定施設という)と騒音指定施設を、

同時に初めて設置する。  

②騒音特定施設が既に設置されている工場又は事業場に、騒音指定施設を新た

に設置する。  

③１つの施設が騒音指定施設となった際、既に騒音特定施設が設置されている。 

３ 届出の様式については、次の福島県ホームページからダウンロードしてく

ださい。 

※騒音規制法に基づく届出様式 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16035c/souon-todokedeyoushiki.html 
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※振動規制法届出様式

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16035c/sindo-todokedeyoushiki.html 

※福島県生活環境の保全等に関する条例届出様式 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/16035c/seikanjorei-todokedeyoushiki.html 

 

⑵届出を要する地域[法令及び条例に基づく指定地域]（都市計画法に基づく用途

地域等） 

騒音規制法 

振動規制法 

第１種･第２種低層住居専用地域、第１種･第２種中高層住居専用

地域、第１種･第２種住居地域、準住居地域、近隣商業地域、商業

地域、準工業地域、工業地域 

県条例 

市条例 
市内全域 

 

⑶届出が必要となる施設 

①騒音規制法に係る特定施設 

番号 施設 規模 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 

金属加工機械  

(1)圧延機械  

 

(2)製管機械  

(3)ベンディングマシン  

 

(4)液圧プレス  

(5)機械プレス  

 

(6)せん断機  

 

(7)鍛造機  

(8)ワイヤーフォーミングマシン  

(9)ブラスト  

 

(10)タンブラー  

(11)切断機 

 

原動機の定格出力の合計が 22.5kw 

以上のものに限る｡  

  

ロール式のものであって､原動機の定

格出力が 3.75kw 以上のものに限る｡  

矯正プレスを除く｡  

呼び加圧能力が 30 重量ｔ以上のも

のに限る｡  

原動機の定格出力が 3.75kw 以上の

ものに限る  

  

  

タンブラスト以外のものであって､密

閉式のものを除く｡  

  

と石を用いるものに限る 

2 空気圧縮機及び送風機 
原動機の定格出力が 7.5kw 以上のも

のに限る｡ 
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3 
土石用又は鉱物用の破砕機、磨砕

機、ふるい分機及び分級機 

原動機の定格出力が 7.5kw 以上のも

のに限る｡ 

4 織機 原動機を用いるものに限る｡ 

 

 

5 

建設用資材製造機械  

(1)コンクリートプラント  

 

 

(2)アスファルトプラント 

 

気泡コンクリートプラントを除き､混

練機の混練容量が 0.45‰以上のも 

のに限る｡  

混練機の混練重量が 200kg 以上のも

のに限る｡ 

6 穀物用製粉機 
ロール式のものであって､原動機の定

格出力が 7.5kw 以上のものに限る｡ 

 

 

 

 

 

 

 

7 

木材加工機械  

(1)ドラムバーカー  

(2)チッパー  

 

(3)砕木機  

(4)帯のこ盤  

  

 

 

(5)丸のこ盤 

 

 

 

(6)かんな盤 

 

 

原動機の定格出力が 2.25kw 以上の

ものに限る｡  

  

製材用のものにあっては原動機の定

格出力が 15kw 以上のもの､木工用の 

ものにあっては原動機の定格出力が 

2.25kw 以上のものに限る｡  

製材用のものにあっては原動機の定

格出力が 15kw 以上のもの､木工用の 

ものにあっては原動機の定格出力が 

2.25kw 以上のものに限る｡  

原動機の定格出力が 2.25kw 以上の

ものに限る｡ 

8 抄紙機  

9 印刷機械 原動機を用いるものに限る｡ 

10 合成樹脂用射出成形機  

11 鋳型造型機 ジョルト式のものに限る｡ 
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②振動規制法に係る特定施設 

番号 施設 規模 

 

 

 

1 

金属加工機械  

イ 液圧プレス  

ロ 機械プレス  

ハ せん断機  

 

ニ 鍛造機  

ホ ワイヤーフォーミングマシ

ン 

 

矯正プレスを除く｡  

  

原動機の定格出力が１kw 以上のもの

に限る｡  

  

原動機の定格出力が 37.5kw 以上のも

のに限る｡ 

2 圧縮機 
原動機の定格出力が 7.5kw 以上のも

のに限る｡ 

3 
土石用又は鉱物用の破砕機､磨

砕機､ふるい及び分級機 

原動機の定格出力が 7.5kw 以上のも

のに限る｡ 

4 織機 原動機を用いるものに限る｡ 

 

5 

コンクリートブロックマシン  

 

コンクリート管製造機械及びコ

ンクリート柱製造機械 

原動機の定格出力の合計が 2.95kw 以

上のものに限る｡  

原動機の定格出力の合計が 10kw 以上

のものに限る｡ 

 

6 

木材加工機械  

イ ドラムバーカー  

ロ チッパー 

 

 

原動機の定格出力が 2.2kw 以上のも

のに限る。 

7 印刷機械 
原動機の定格出力が 2.2kw 以上のも

のに限る｡ 

 

8 

ゴム練用又は合成樹脂練用のロ

ール機 

カレンダーロール機以外のもので原動

機の定格出力が 30kw 以上のものに  

限る｡ 

9 合成樹脂用射出成形機  

10 鋳型造型機 ジョルト式のものに限る｡ 

 

③福島県生活環境の保全等に関する条例に係る騒音指定施設 

番号 施設 規模 

1～11 
※騒音規制法に係る特定施設に

同じ 
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12 
飼料･有機質肥料製造用又は農薬

製造用のふるい分機及び分級機 

原動機の定格出力が 7.5kw 以上のも

のに限る。 

13 ガソリンエンジン 定格出力 7.5kw 以上のものに限る｡ 

14 ディーゼルエンジン 定格出力 7.5kw 以上のものに限る｡ 

15 冷凍機 
原動機の定格出力が 7.5kw 以上のも

のに限る｡ 

 

⑷届出添付書類 

できる限り図面、表等を利用すること。  

    （例）特定施設設置届出書  

・付表 ・特定施設の仕様書(カタログ等) ・付近の見取り図 

・騒音､振動レベルの計算書   ・工場又は事業場の見取り図 

・その他、必要と思われる図面等   ・特定施設の配置図 

 

⑸記載上の注意 

工場または事業場の

名称及びその所在地 

特定施設が設置されている工場又は事業場の名称及び所

在地を記入すること。 

工場又は事業場の事

業内容 

例：印刷業､病院､旅館業､機械部品製造業等具体的に記入

すること。 

常時使用する従業員 
季節的に事業を行い変動のある際には、その旨を記載す

ること。 

特定(指定)施設の種

類 

例：１､ニ､液圧プレス  

    ２､空気圧縮機        のように記入すること 

 

 

型式､公称能力､数 

型式､公称能力の同じものについてはまとめて記入し､欄

内に記入できない場合には別紙によることとし､同様の

欄を作り記入すること｡  

  ＊  １馬力＝0.746kw として取り扱うこと｡  

  ＊  配置平面図に設置位置を記入すること｡ 

季節の変動 例：夏期(６月～８月)のみ使用など 

 

騒音､振動防止の方法 

低騒音･低振動型の施設の設置､工場等屋内設置､工場内

全面吸音材内張り､換気口への消音装置設置､防振基礎､

防振ゴムなど具体的に記入すること。 (できる限り図面､

表等を利用のこと。) 
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⑹提出先及び提出部数 

南相馬市市 市民生活部 環境政策課 環境保全係に提出してください。  

提出部数は２部とします。うち１部を控えとして返却します。 

 

⑺計画変更勧告 

届出に係る工場又は事業場において発生する騒音、振動が規制基準に適合しな

いと認められる等の場合、届出を受理した日から 30 日以内に防止の方法、使用の

方法、配置計画等の変更を勧告します。 

 

３ 騒音、振動に係る規制基準 

 

⑴騒音に係る規制基準 

時間区分 

  

区域区分 

昼  間 

７時～

19 時 

朝  夕 

６時～７時 

19 時～22 時 

夜  間 

22 時

～6 時 

 

備      考 

第１種区域 50 45 40 
第１種･第２種低層住居専用地

域､第１種･第２種中高層住居

専用地域 

第２種区域 55（50） 50（45） 45（40） 
第１種･第２種住居地域､準住

居地域 

第３種区域 60（55） 55（50） 50（45） 近隣商業地域､商業地域､準工

業地域､ 用途地域以外の地域   

第４種区域 65（60） 60（55） 55（50） 工業地域 

 

⑵振動に係る規制基準 

時間区分 

区域区分 

昼  間 

７時～19 時 

夜  間 

19 時～７ 時 
備      考 

 

第１種区域 

 

60（55） 

 

55（50） 

第１種･第２種低層住居専用地域､

第１種･第２種中高層住居専用地

域､ 第１種･第２種住居地域､準住

居地域 

第２種区域 65（60） 60（55） 
近隣商業地域､商業地域､準工業地

域、工業地域 

注１  騒音の測定場所は、原則として工場又は事業場の敷地境界上とする。  

  ２  学校･保育所･病院･診療所･図書館･特別養護老人ホーム・認定こども園等の

50 メートルの区域内においては( )内の数値を適用する。 
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４ 特定（指定）施設を設置する場合の基本的な考え方 

 

特定(指定)施設を設置しようとするときは以下のことに留意し、工場又は事業

場から発生する騒音、振動に係る規制基準を遵守するとともに、それにより周辺

の生活環境が損なわれることがないよう、特に配慮してください。   

    ①  低騒音型、低振動型の施設を設置する。  

    ②  隣接する民家等からはできる限り離れた位置に設置する。  

    ③  室内に設置し、その壁等には遮音性･吸音性の優れた素材を使用するか、

内張り等をする。  

    ④  開口部はできる限りなくし、換気口等には消音装置等を取り付ける。  

    ⑤  防振装置、防振基礎等を設置する。  

    ⑥  遮音壁等を設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※騒音・振動の防止や規制及び届出に関する問い合わせ先 

南相馬市 市民生活部 環境政策課 環境保全係 ℡0244-24-5313 


